
中堅企業等支援に関する今後の取組方針 概要

1.国内投資拡大・イノベーションの促進

⚫ 内外の環境変化に対応し、ＧＸ・ＤＸなど重点分野での大胆な投資拡大を力強く
支援し、地域における産業構造への転換と若年層の所得増加を促す。

➢ GX・DX等への投資（食品産業、データセンター、サイバーセキュリティ、物流、企業間取引等）

➢ 循環経済への移行（産官学CEパートナーシップ、研究開発・設備投資）

➢ 経済安全保障の徹底（サプライチェーンの強靭化等）

⚫ 国際環境の不確実性の増加やコスト面での立地環境の変化等を踏まえ、企業立地
に係る土地利用・インフラ制約の解消を進め、日本の立地競争力を強化する。
➢ 産業インフラの整備（道路・港湾・工業用水・産業用地等）

➢ 企業立地・投資への支援（戦略分野における企業の中長期的な予見可能性を確保）

⚫ 研究開発の促進や硬直的な日本社会を活性化する担い手となるスタートアップの育
成により、新時代の競争力の源泉ともなるイノベーションを促進する。
➢ 大学等とのオープンイノベーションの促進（実用化・起業への試験研究等）

➢ スタートアップ育成５か年計画の推進（事業成長担保権の創設、データのオープン化等）

2.良質な雇用の実現

中堅企業等支援に関する基本的な考え方

⚫ 中堅企業は、地域経済の担い手として中核的な役割を果たすことが期待。加えて、良質な雇用拡大は、特に若い世代の所得を増やす観点から、若者の結婚・子育ての希望を高め、
少子化対策にも貢献。

⚫ このため、地域経済の底上げ及び良質な雇用の創出を担う中堅企業等の更なる成長促進のため、関係省庁において、今後、下記の取組方針に基づき施策を検討・実施する。

3.外需獲得（グローバル展開・インバウンド取込）の支援等

➢ 海外への販路開拓支援（新規輸出１万者支援プログラム、日本人弁護士の活用促進等）

➢ 海外展開への支援（インフラアドバイザー、農林水産物・輸出促進アドバイザー等）

4.経営基盤の強化・整備

（１）地域産業構造の転換

（２）企業立地環境の整備

（７）輸出促進・海外展開

（４）両立支援・働き方改革

（５）ヒトへの投資

（６）人材の確保

⚫ 日本を新たな成長軌道に乗せていくため、販路開拓や海外企業との協業を含め、
技術と意欲ある企業の海外展開を政府一体となって支援する。

（８）インバウンド

（３）研究開発・イノベーションの推進

⚫ インバウンドの本格的な回復・拡大を図るとともに、外国人観光客を呼び込むとい
う観点から更に視野を広げ、国際的な人的交流を伴う取組を促進する。

➢ 経営力の向上（新事業展開等への集中支援、成長志向の企業の創出等）

➢ 事業承継・M＆Aへの支援（事業承継・引継ぎ支援センター、中小M＆A推進計画等）

（９）事業承継・M＆Aを含む経営モデルの変革

⚫ 地域経済の牽引や外需拡大に貢献し、賃上げを可能にする持続的な利益を生
み出す成長意欲を持つ中堅企業等に対して、集中支援する。

（10）経営改善・事業再生

➢ 経営改善・事業再生（REVIC、経営力強化支援ファンド）

➢ エクイティファイナンスの活用（エクイティ・ガバナンスガイダンスの普及・利用促進）

⚫ 感染症の影響等への対応で債務が増大している中堅企業等の収益力改善・
事業再生・再チャレンジへの支援を強化する。

➢ インバウンド戦略の展開（観光再始動事業、地域一体となった観光地・観光産業の再生・
高付加価値化、ポストコロナを見据えた受入環境整備の促進等） 1

⚫ 出産・育児支援を投資と捉えて職場の文化・雰囲気を抜本的に変え、働き方改革
の推進と併せて、仕事と子育ての両立が可能な良質な雇用を創出する。
➢ 女性活躍や子育て支援等に取り組む企業への支援（補助金における優遇措置、家事支

援サービス等）

➢ こども未来戦略方針の推進（育休を支える体制整備への助成措置の大幅強化等）

⚫ コストの適切な転嫁を通じたマークアップを確保するとともに、リ・スキリングによる能
力向上等を支援し、物価高に打ち勝つ持続的で構造的な賃上げを実現する。

➢ 中堅・中小企業の賃上げ（パートナーシップ構築宣言・賃上げを後押しする予算措置）
➢ リ・スキリングによる能力向上支援（企業向けの助成金、個人への直接支援等）

⚫ 地方への人の流れを創出・拡大し、関係人口の拡大・深化を含めて地域を支える
人材の確保・育成を図る。
➢ 地域における人材の育成・インターンシップの促進（地域の人事部、地域金融機関等）

➢ 移住・UIJターン等の促進（移住支援金の対象追加、地方暮らしの魅力発信、地方拠点強
化税制の活用、テレワーク等）

➢ 海外からの人材・資金を呼び込むためのアクションプラン等の推進（J-Skip、J-Find等の
新たな高度人材受入れに係る制度の創設等）



1.国内投資拡大・イノベーションの促進

（１）地域産業構造の転換 （２）企業立地環境の整備

➢GX・DX等への投資

• 企業間取引のDX促進【金融庁】

• 食品産業におけるDXの推進 【農水省】

• 未来法を活用した地域におけるＧＸ・ＤＸの促進【経産省】

• 中堅・中小企業のGXの取組促進 【経産省】

• 大規模需要家に対する非化石エネルギー転換の促進【経産省】

• リ・スキリング支援 【経産省】

• JOGMECによる鉱物資源安定供給確保のための出資事業【経産省】

• 地域企業のDX推進 【経産省】

• 全国のDX対応を支えるデータセンターの分散立地 【経産省・総務省】

• サイバーセキュリティ対策の強化 【経産省】

• 物流分野のDXの推進 【国交省】

➢循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行

• 産官学CEパートナーシップの立ち上げ 【経産省】

• 資源自律経済確立に向けた研究開発・設備投資支援 【経産省】

➢経済安全保障の徹底

• 肥料原料備蓄対策事業 【農水省】

• 経済環境変化に応じたサプライチェーン強靭化支援 【経産省】

➢設備投資・生産性向上

• 生産性革命推進事業 【中企庁】

• 事業再構築促進事業 【中企庁】

• 介護現場の生産性向上や海外市場獲得に資する介護ロボットの開
発環境整備 【経産省】

➢地域課題の解決

• 地域密着型事業の立ち上げ支援（地域経済循環創造事業交付金）
【総務省】

• 社会課題解決企業創出のためのエコシステム構築 【中企庁】

• 地域公共交通確保維持改善事業 【国交省】

➢産業インフラの整備

• 重要産業に係る工業用水の整備 【経産省】

• 産業用地の確保 【経産省・農水省・国交省】

• 成長産業の国内生産拠点に資する道路・港湾等のインフラ整備
【経産省・国交省】

➢ 企業立地・投資への支援

• 戦略分野における企業の中長期的な予見可能性を確保【経産省】

（３）研究開発・イノベーションの推進

➢大学等とのオープンイノベーションの促進

• 大学等と中堅・中小企業等との連携促進 【文科省】

• 農研機構による研究開発シーズ等の広報 【農水省】

• 産総研による地域イノベーション創出連携拠点整備 【経産省】

• NEDOによる研究開発支援 【経産省】

• バイオものづくり革命推進事業 【経産省】

• 中小機構によるインキュベーション施設のラボ機能の強化 【経産省】

• スタートアップ・中小企業向けNEDO支援事業の紹介 【経産省】

➢スタートアップ育成5カ年計画の推進

• 事業成長担保権の創設 【金融庁・経産省・中企庁等】

• 公共サ―ビス・インフラ等のデータのオープン化の推進 【デジ庁】

• 経営者保証に依存しない融資慣行の確立【中企庁・金融庁】
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2.良質な雇用の実現
（４）両立支援・働き方改革

（５）ヒトへの投資

（６）人材の確保

➢女性活躍や子育て支援等に取り組む企業への支援

• 男性育休の取得促進 【厚労省】

• 育児期を通じた柔軟な働き方の推進 【厚労省】

• 補助金における女性活躍・子育て支援に取り組む企業への優遇措
置の導入 【経産省・中企庁】

➢両立支援のための環境整備

• フェムテック等の活用促進 【経産省】

• 家事支援サービス利用の普及に向けた施策の充実 【経産省】

• なでしこ銘柄等を活用した両立支援の推進 【経産省】

➢中堅・中小企業の賃上げ

• キャリアアップ助成金 【厚労省】

• 賃上げを後押しする予算措置（事業再構築補助金、ものづくり補助金
等) 【中企庁】

• パートナーシップ構築宣言 【中企庁】

➢リ・スキリングによる能力向上支援

• 「マナパス」を通じた情報発信の充実 【文科省】

• 大学等による社会人向け講座の開発・普及・支援 【文科省】

• 生産性向上人材育成支援センターの活用促進 【厚労省】

• 従業員のキャリア形成・学び直し支援 【厚労省】

• 人材開発支援助成金 【厚労省】

• 教育訓練給付の充実 【厚労省・経産省】

• リスキリングを通じたキャリアアップ支援【経産省】

➢地域における人材の育成獲得・インターンシップの促進

• 地域企業におけるデジタル人材等の確保支援 【内閣官房・内閣府】

• 地域金融機関等による人材マッチングの促進 【金融庁】

• 大学等におけるインターンシップ表彰等 【文科省】

• 地域で一体となった人材の獲得・育成（地域の人事部）【経産省】

• 副業・兼業支援補助金 【経産省】

➢移住・UIJターン等の促進

• 地方創生移住支援事業 【内閣官房・内閣府】

• 地方暮らしの魅力発信 【内閣官房・内閣府】

• 地方拠点強化税制の活用 【内閣官房・内閣府】

• 都市部から地方への移住・交流の推進 【総務省】

• テレワークの推進 【総務省】

➢海外からの人材・資金を呼び込むためのアクションプラン等の推進

• 特別高度人材制度（J-Skip)・未来創造人材制度（J-Find)
【入管庁・経産省】

• 特定技能制度の整備・運用 【入管庁】

• 特定技能在留者数の把握及び分析 【入管庁】

• マッチングイベント等の実施による特定技能制度の活用促進 【入
管庁】

• 生活・就労ガイドブックの拡充 【入管庁】

• 外国人生活支援ポータルサイトの改善 【入管庁】

• 留学生就職支援 【入管庁】

• オンラインによる在留申請手続の改善 【入管庁】

• 高度外国人材の採用に向けた伴走支援 【経産省】

• 高度外国人材活躍地域コンソーシアムの形成 【経産省】

• アジアを中心としたジョブフェアの開催 【経産省】

• 外国人留学生の採用や入社後の活躍に向けたハンドブックの活
用促進 【経産省】

• 職場でのミスコミュニケーションを考える動画教材・学びの手引きの
活用促進 【経産省】
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3.外需獲得（グローバル展開・インバウンド取込）の支援等
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（７）輸出促進・海外展開

（８）インバウンド（観光等）

➢海外への販路開拓支援

• 海外展開に資する国際的なルールづくりや利活用の促進 【外務省・
経産省】

• 加工食品の輸出支援 【農水省】

• 中小企業等による海外出願や侵害対策等の費用の支援 【経産省】

• 海外展開に向けた伴走型支援 【経産省】

• 中堅・中小建設企業の海外展開の推進 【国交省】

➢海外展開への支援

• インフラシステムの海外展開への支援 【外務省】

• 農林水産物・輸出促進アドバイザー事業 【外務省】

• JICA「協力準備調査（海外投融資）」 【外務省】

• JICA「中小企業・SDGsビジネス支援事業」 【外務省】

• 新規輸出1万者支援プログラム 【中企庁】

➢インバウンド戦略の展開

• 地域一体となった観光地・観光産業の再生・高付加価値化 【国交省】

• 観光再始動事業 【国交省】

• ポストコロナを見据えた受入環境整備の促進 【国交省】

• 放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業 【総務省】

• 地域の資源を生かしたアート・デザインやスポーツの活用等による観光業等への投資促進 【経産省】

➢海外での事業活動への支援

• 日本人弁護士の活用促進事業 【外務省】

• 官民テロ・誘拐対策実地訓練の実施 【外務省】

• 在外・国内安全対策セミナーの実施 【外務省】

• 日本企業向け海外安全対策啓発事業 【外務省】

➢海外企業との協働等

• 農林水産物・食品の輸出支援 【農水省】

• NEXI 融資保険を活用した協業促進 【経産省】

• 対日M＆Aの促進 【経産省】

• 海外企業と日本企業・大学とのマッチング支援 【経産省】

• 国内外企業の協業・連携支援 【経産省】

• 国内外を結ぶオンライン商談会の実施・バイヤーとのマッチング支援
【経産省】

• 海外見本市・展示会への出展支援 【経産省】 等
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4.経営基盤の強化・整備
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（９）事業承継・M＆Aを含む経営モデルの変革

（１０）経営改善・事業再生

➢経営力の向上

• 農業競争力強化支援法に基づく支援 【農水省】

• 新事業展開等への集中支援 【経産省】

• 成長志向の中小企業の創出 【中企庁】

• 事業継続力強化計画認定制度 【中企庁】

• ミラサポコネクト構想の実施 【中企庁】

➢事業継続力の強化

• 事業継続力強化計画認定制度 【中企庁】

• 中小企業防災・減災投資促進税制の普及啓発 【中企庁】

➢事業承継・引継ぎ支援強化

• 事業承継・引継ぎ支援センターの機能強化 【中企庁】

• 事業承継・引継ぎ補助金 【中企庁】

• 事業承継広報 【中企庁】

➢M&Aの円滑化に向けた環境整備

• 中小M&A推進計画 【中企庁】

• 中小PMI支援メニュー 【中企庁】

➢経営改善・事業再生

• REVICによる事業者支援 【金融庁】

• 経営力強化支援ファンド 【中企庁】

➢エクイティ・ファイナンスの活用及びガバナンス構築

• エクイティ・ガバナンスガイダンスの普及・利用促進 【中企庁】

等

等


